
（平成22年3月31日現在） （単位：千円） 　　至　　平成22年3月31日 （単位：千円）

人件費 3,042,833
１　公共資産 75,993,087 １　固定負債 24,550,922 物件費 2,343,760

(1) 有形固定資産 75,861,802 (1) 市債 21,191,279 社会保障給付 1,926,297
①生活インフラ・国土保全 40,862,578 (2) 長期未払金 0 補助金等 1,469,701
②教育 14,299,866 (3) 退職手当引当金 3,359,643 支払利息 408,246
③福祉 1,673,622 ２　流動負債 2,183,649 他会計等への事務費等充当財源繰出支出 1,551,057
④環境衛生 2,346,578 (1) 翌年度償還予定市債 2,000,029 その他支出 89,904
⑤産業振興 9,545,337 (2) 未払金 0 支 出 合 計 10,831,798
⑥消防 820,487 (3) 賞与引当金 183,620 市税 3,977,045
⑦総務 6,313,334 地方交付税 5,987,679

131,285 26,734,571 国県補助金等 2,779,279
２　投資等 5,875,114 使用料・手数料 346,321

(1) 投資及び出資金 2,973,529 分担金・負担金・寄附金 594,107
(2) 基金等 2,621,914 諸収入 107,110
(3) 長期延滞債権 402,904 市債発行額 722,000
(4) 回収不能見込額 △ 123,233 １　公共資産等整備国県補助金等 14,853,841 基金取崩額 0

３　流動資産 1,754,447 ２　公共資産等整備一般財源等 49,113,635 その他収入 697,078
(1) 財政調整基金 700,795 ３　その他一般財源等 △ 7,106,245 収 入 合 計 15,210,619
(2) 減債基金 191,010 ４　資産評価差額 26,846 経 常 的 収 支 額 4,378,821
(3) 歳計現金 781,639
(4) 市税等未収金 81,003 56,888,077

83,622,648 83,622,648 公共資産整備支出 3,338,326
※ 有形固定資産のうち土地 20,855,771千円。 有形固定資産減価償却累計額50,169,642千円 公共資産整備補助金等支出 251,960
※ 債務保証又は損失補償に係る債務負担行為限度額 761,000千円 他会計等への建設費充当財源繰出支出 51,343
※ 利子補給等に係る支払予定額 332,343千円 支 出 合 計 3,641,629

国県補助金等 1,169,166
市債発行額 975,000
基金取崩額 0

自 　　平成21年4月 1日 自 　　平成21年4月 1日 その他収入 74,296
至 　　平成22年3月31日 （単位：千円） 至 　　平成22年3月31日 （単位：千円） 収 入 合 計 2,218,462

期首純資産残高 55,732,892 公 共 資 産 整 備 収 支 額 △ 1,423,167
生活インフラ・国土保全 1,971,734 純経常行政コスト △ 13,490,904
教　育 1,913,814 財源調達④
福　祉 4,464,386 市税 4,001,903 投資及び出資金 0
環境衛生 1,483,342 地方交付税 5,987,679 貸付金 145,000
産業振興 1,663,587 経常補助金 2,791,941 基金積立額 132,839
消　防 702,580 建設補助金 1,161,437 他会計等への公債費充当財源繰出支出 729,801
総　務 1,771,680 その他 773,687 市債償還額 1,910,463
議　会 162,737 その他純資産増減額⑤ △ 70,558 支 出 合 計 2,918,103
支払利息 408,246 純資産増減額（④＋⑤－③） 1,155,185 貸付金回収額 145,000
回収不能見込計上額 45,013 期末純資産残高 56,888,077 市債発行額 0
経常行政コスト合計① 14,587,120 公共資産等売却収入 7,438

その他収入 98,984
使用料・手数料 457,126 収 入 合 計 251,422
分担金・負担金・寄附金 639,090 投 資 ・ 財 務 的 収 支 額 △ 2,666,681
経常収益合計② 1,096,216
純経常行政コスト（③＝①－②） 13,490,904 当年度歳計現金増減額 288,973

期首歳計現金残高 492,666
期末歳計現金残高 781,639

注１ 貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書及び資金収支計算書については、総務省方式改訂モデルに則って作成しました。
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